「建設業合併等支援事業」について
～企業合併や事業譲渡等に係る経費の一部を助成します～

１　事業目的

岩手県では、県内の建設業を営む企業が、本業の競争力を高め、経営の強化を図るために、建設業者が合併等の企業再編に取組む場合に要する経費の一部に対し補助金を交付します。

２　補助対象者等

(1)　補助対象となる合併等
　 ①　合併等

合併、事業譲渡又は協業組合等の設立とする。
ただし、事業譲渡にあっては、建設業に係る事業の全部の譲渡に限る。

　　 ②　建設業者

　　 　岩手県内に主たる営業所を有する建設業許可業者による合併等であって、岩手県県営建設工事競争入札参加資格を有する者が２者以上加わるものであること。
　 ③　対象外となる人的関係又は資本的関係　

合併等を行う建設業者が、別表に掲げる人的関係又は資本的関係にある場合は対象外とする。

　(2)　補助金交付申請者

合併にあっては存続する業者、事業譲渡にあっては建設業に係る事業を承継する業者、協業組合にあっては設立する業者の各代表者とする。
３　補助金の額

50万円を上限額とします。（当該経費の２分の１以内の額）
　
４　補助対象となる経費
合併契約締結後に事務手続きに要する下表に定める経費
	経費区分
	経費区分の明細

	合併等の会計処理
	税理士報酬等

	商業登記
	登録免許税、司法書士報酬等

	合併公告、催告
	公告掲載経費、催告通知経費等

	経営事項審査受審及び建設業許可申請手続
	行政書士報酬等

	雇用保険の合併等手続
	社会保険労務士報酬等


　　なお、租税公課、建設業許可申請手数料及び経営事項審査申請手数料は補助対象外とする。

５　申請方法等

(1)　申請方法

　　 随時受け付けます。
(2)　申請書類等
募集要領・申請書類は、県トップページ＞県土づくり＞建設業＞新技術・経営革新からダウンロード出来ます。

(3)　提出先

県土整備部　建設技術振興課

６　問合せ先

　　◎　岩手県 県土整備部 建設業総合支援本部（建設技術振興課内）　担当：栃丸
　　　　　TEL　019-629-5954　　FAX　019-629-2052

別表　
	１　人的関係
　　次のいずれかに該当する場合。
ただし、①又は②については、建設業者の一方が会社更生法(平成14年法律第154号)第２条第７項に規定する更生会社(以下「更生会社」という。)又は民事再生法(平成11年法律第225号)第２条第４項に規定する再生手続きが存続中の建設業者である場合を除く。
　　①　一方の建設業者の役員(株式会社の取締役、委員会設置会社の執行役、持分会社の業務を執行する社員又は法人格を有する各種の組合等の理事等に限る。以下「役員」という。)が、他方の建設業者の役員を現に兼ねている場合。
　　②　一方の建設業者の役員の配偶者又は一親等内の親族が、他方の建設業者の役員である場合。　　　　　
③　一方の建設業者の役員が、他方の建設業者の会社更生法第67条第１項又は民事再生法第64条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合。
２　資本関係
　　次のいずれかに該当する場合。
ただし、子会社(会社法第２条第３号の規定による子会社をいう。以下同じ。)又は子会社の一方が更生会社又は民事再生法第２条第４項に規定する再生手続きが存続中の建設業者である場合を除く。
①　親会社(会社法第２条第４号の規定による親会社をいう。以下同じ。)と子会社の関係にある場合。
　　②　親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合。
３　その他
　　その他１又は２と同等の人的関係又は資本的関係にあると認められる場合。


